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１．本年度の研究成果 

1) 情報提供、教育、啓発：若年者における子宮頸がんに関するアンケートによる意識調査を宮城県内某女

子大学で行った。宮城県某市において子宮頸がん検診に関する独自の啓発用リーフレット（地域独自の受

診案内付き）を一万部作成し、女性特有のがん検診事業対象年齢者へ無料クーポン券と同封して配布した。

平成22年4月に各年代の受診率などを集計し、今後の受診率向上のための検討資料とする。また、女性特有

のがん検診事業について宮城県の市町村がん検診担当者へのアンケート調査を行った。 

2)系統的受診勧奨：①個別層化された対象者に対するテーラーメードな勧奨内容別の効果をみるために、

昨年度デザインした介入研究を実施した。即ち、東京都杉並区において平成20年度まで過去5年間乳が

ん検診受診歴の無い 40～50 代の女性を住民基本台帳と検診台帳を元に割り出し、7500 人を抽出し、こ

れを5群にランダム割付し介入試験を行った。昨年度40～50代女性の乳がん検診の受診につながる要因

をソーシャルマーケティングの手法によってインタビューから割り出した 4 種のメッセージ案を基に作

成したインビテーションレターと従来の区からの勧奨文を対照として 5 群に対して送付した。乳がん検

診の受診券の請求をもって中間のエンドポイントとし、効果を推定した。その結果、従来の受診勧奨文

に比べ、上記方法で作成したメッセージはいずれも統計学的有意に受診券の請求に繋がっていた。しか

し、最終的には受診率で判定する必要がある。受診率においては上半期では有意差を認めていない。中

間報告ではあるがソーシャルマーケティングの手法で作成した受診勧奨文が受診率向上に有効であるこ

とが示唆された。同時に個別受診勧奨の効果をみるために何も送らない群を設定したが、上半期の受診

率はオッズ比が64～81と個別受診勧奨の効果は明らかだった。②宮城県某自治体において大腸がん検診

のコール・リコールシステムの有効性について検討した。対象者全員へ便潜血検査キットを配布するこ

とで、受診率は約 8％増加した。特に過去 3 年間の受診歴が無い人が多く受診する傾向が伺えた。この

対策の効果が明らかなのは、当該年度のみだった。検診の申込書で大腸がん検診を受けるとも受けない

とも記載しなかった人へのアプローチでは、受診率の増加は 2％前後で、影響は限定的と思われた。検

診未受診者への再勧奨により、7～10％受診率が上昇した。特に過去5年間受診歴が無い人が多く受診す

る傾向が伺えた。対象者全員あるいは未受診者全員へのアプローチは受診率を10％弱増加させ、その効

果が伺えたが、いずれの対策も単一では十分とは言えない。受診率を大きく増加させるためには、他に

も有効な手法を見いだし、それらを組み合わせて行うことが不可欠と思われた。 

3)受診率モニタリング：各種がん検診受診率調査票を参考に妥当と思われる質問票を作成し、5回に及ぶ消

費者インタビュー調査により一般人が正確に質問内容に答えられるかを調査し、それを基にアンケート調

査の質問表を作成した。その質問票を用い、仙台市に居住する満20歳以上の女性及び満40歳以上の男性を

対象として、住民基本台帳に基づく層化二段階無作為抽出法（3,000標本）・郵送法により、がん検診受診

状況の把握を行った。調査の妥当性評価のために電話による聞き取り調査も行った。有効回収率は65.5％

であり、本人の協力により電話で内容を確認できたのはそのうちの44％であった。その結果本調査票につ

いて、確認できた人の95.5％の人が分かりにくいことや記入しにくい点はなかったと答えており、検査間

隔、対策型・任意型・診療としての検査の区別をほぼ正確に記入していた。がん検診受診率の調査票とし

て概ね妥当な内容を確立できた。 

 

２. 前年までの研究成果 

1)情報提供、教育、啓発：全国保健所のホームページのインターネット配信状況を調査した。また、公

募による一般市民の参加協力を得て、「有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン」の一般向けリー



フレットを作成した。保健所からのインターネット情報配信は、医学的アドバイスが専門家による監修

を受けていることが明確に記述されているところが少ないなどの課題もあり、標準的な情報提供のあり

方についての検討が今後必要と結論された。また、リーフレットは専門的な知識よりも大腸がん検診の

全体のイメージを伝えることに重点がおかれ、外部評価結果ではリーフレット全体から受ける印象や、

分かりやすさについての評価が高かった。2)系統的受診勧奨：①乳がん検診に関して、欧米の研究で明

らかとなっているがん検診の受診に影響する心理・行動的要因を取り入れた調査票を作成し、社会調査

会社の登録モニターのうち 40歳以上 60歳未満の女性 641名を対象に、インターネットによる質問紙調

査を行った。その結果、乳がんに対する知識を増やし危機感を持たせて計画意図を高めることも重要で

あるが、自分で健康管理ができるという自己効力感を高め、乳がん検診を職場の健康診断や人間ドック

等、受診に至る障害が低いと考えられる検診・健診と組み合わせるなど実行意図を高めることが効果的

であることが推測された。②ソーシャルマーケティングの手法を用いて生活意識によるセグメンテーシ

ョンを行い、それに基づいて受診率向上のための介入試験のための 4 つのメッセージ案を作成した。③

利便性の向上、阻害因子の除去の観点から土・日曜検診（胃がん検診）の受診状況を調査した。土・日

曜検診では平日検診に比べて非国保の住民、若年者の割合が高く、就労者が多い等、受診者層が異なる

可能性が示唆さされた。④胃がん検診を申込んだ者のうち、検診を受けなかった未検者に対する再受診

勧奨を、チラシの戸別配布から個人宛郵送方式に変更することによって、明らかに未検者対策の受診数

が増加した。我が国においても個別受診勧奨は有効であることが示唆された。3)受診率モニタリング：

平成19年に行われた国民生活基礎調査について検討した。各がん検診の検査法を記載するなど従来から

の改善点もみられたが、子宮がん検診や乳がん検診の受診期間が 1 年間に設定されているなどの問題も

未だあり、妥当性の検討が必要と思われた。 

 

３．研究成果の意義及び今後の発展性 

近年患者向け診療ガイドラインの作成に患者団体の参加が見られるようになってきたが、診療ガイド

ライン作成過程への患者・支援者参画のためのガイドライン(PIGL)を参考に一般市民が参加したがん検

診に関する初めての一般向けリーフレットを作成した。今後は大腸がんだけではなく、他のがん検診の

一般向けリーフレットの作成の参考になるであろう。 

 ヘルスコミュニケーションの手法により乳がん検診の受診率向上にはピンクリボンのような啓発活動

だけではなく、実行意図を喚起する施策が重要であることが明らかになった。 

 ソーシャルマーケティングの手法が検診受診率向上のためのメッセージ案作成に有効であることが示

唆された。これは新しい試みである。 

個別受診勧奨、コール・リコールシステムの有効性が明らかになったが、地域検診申込者以外の検診

未受診者の把握に困難が伴い、何らかの対策が望まれる。 

 受診率向上のためには一つの方策だけではなく、多くの有効な方策の組み合わせが必要なことが示唆

されたが、無料クーポン券の効果も検討予定である。 

 受診率モニタリングに関しては、概ね妥当ながん検診受診率調査票を作成することができた。受診率

向上には対策型だけではなく任意型検診の充実も必要であるが、それらを別個に集計することができた。

電話調査で妥当性は確認されているがサンプル調査では過大評価になりやすく、対策型検診分と旧老人

保健事業報告の受診率を比較する必要がある。今後は本調査票を用いていくつかの都道府県で受診率調

査を行い、国民生活基礎調査の妥当性の検討、およびがん検診受診率50％達成に向けての受診率モニタ

リングのための最終的な調査票を確定したい。 

 

４．倫理面への配慮 

 各研究者は、所属施設の倫理審査委員会の承認を得ており、個人情報保護に関する各種ガイドライン



を遵守すると共に、調査会社に依頼する場合も、匿名性や機密保持、インフォームドコンセントなどの

倫理的問題について十分に配慮された調査会社を選定するなどの配慮を行った。 
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